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The relationship between the physical productivity of labor
and the value productivity of labor in Japanese companies is
discussed in this paper. Two Japanese, one American and two
European fast fashion companies are investigated as an
example, in which the sales per employee represents the
physical productivity and the net earnings per employee
represents the value productivity of labor.
The data on final accounts for the past six years are aralyzed.
In the results, the sales per employee of Japanese companies are
found to be quite high compared to Western companies, but the
net earnings per employee are not so high. The reasons for



































































































































































(61,870ドル/661万円)、 スイス (51,224ドル/547万円)、 米国 (48,043ドル
/513万円)といった国が上位に並んでいる。日本の国民1人当たりGDPは、
34,311ドル (367万円)で、34カ国中第18位である。これは、英国 (35,642ド























































企  業      決算期
フアース トリテイリング   8月31日
しまむら 2月28日
H&M             ll月30日
INDITEX(ZARA)      1月31日
GAP 1月31日
表2 為替レート換算表
ドル→ユーロ    円→ ドル   クローナ→ ドル
2005         1.21              102.8              7.1
2006         1.28             116.2              7.7
2007        1.35             119.4             7.1
2008         1.57              109.3              6.5
2009         1.40              91.9              9.3
2010         1.45               93.1              7.3
2011         1.33              81.8              6.7
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図3に従業員一人当たりの売上高を示す。日本の2社が従業員一人当たりの
売上げが大きいことがわかる。製品価格と売れているアイテムは各社により異
なるが,似たアイテムの製品が比較的近い価格で販売されていると考えられる
ので,従業員一人当たりの売上高で従業員一人当たりの物的生産性 (販売数量)
に置き換えられるとすると, 日本企業は物的生産性では海外の3社に比べて高
い生産性を示していると考える。
図4 従業員一人当たりの純利益の変化
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図4に従業員一人当たりの純利益の変化を示す。2011年はやや低下している
もののH&Mが高い値を示している。日本では経営状態の優れた企業として
評価の高いファース トリテイリングとしまむらであるが,GAPよりは高い値
を示しているものの6年間で見るとH&MはもちろんINDITEXよりも低く,
決して高い利益生産性を示しているとはいえない。
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6.考察
日本の物的生産性について数値を挙げて論じている文献は少ないが,1992年
に三菱銀行が日本100に対してアメリカ86, ドイツ60という数値を出している
[3]。近年の日本の価値労働生産性が欧米先進国に比べて高くないことは先に
述べている。今回のファストファッション企業の決算報告から見た調査の結果
はこのことを裏付けている。現在でも日本の物的労働生産性が高いとしたら,
価値労働生産性が先進国の中で低い理由はなんであろうか。
日本企業も今日では付加価値生産性を上げることを各社とも強調しているが,
日本にはマーケットシェアーを重視する傾向があると思われる。このような価
値観があるとこれは薄利多売になりやすく,長く日本だけに続くデフレも説明
できるのではないだろうか。
欧米にはマックス・ヴェーバーが述べているように「資本主義においては、
利潤追求それ自身が無条件に正当化される」[6]とする価値観があり,一方日
本には江戸時代に鈴木昭三が説いたように「毎日, 自分に与えられたそれぞれ
の仕事に,精一杯打ち込んで働いていけば,それが,人間として完成していく
ことになる」[7]という考え方が今なお息づいているのではないだろうか。前
述の勤労革命もその根幹にある価値観は同じでないだろうか。
最初に述べたように,必要なモノやサービスを効率的に作り出せば,つまり
物的労働生産性を高めて,これが広く社会に行き渡る仕組みがあれば,必ずし
も付加価値生産性を上げなくても我々の生活は豊かになると考えるが,これは
理想論で実際の問題は多いと考えられる。
今回はファストファッション企業という特別な分野だけについて調べたので,
日本企業全体が物的労働生産性は高いが価値労働生産性は低いという結論には
至らない。筆者が比較的容易に物的労働生産性と価値労働生産性を比べられる
と考えて行った比較である。このことが他の産業についてもいえるのかを今後
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自動車産業などを取 り上げて調べていきたい。
7.結論
日本企業の物的労働生産性と価値労働生産性について考え, 日本と世界のフ
ァストファッション企業について,その物的労働生産性に近いと考えられる従
業員一人当たりの売上げと価値労働生産性のひとつと考えられる労働者一人当
たりの純利益を過去6年間について調べた結果, 日本企業は従業員一人当たり
の売上げは高いが,従業員一人当たりの純利益は比較的低いことがわかった。
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